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学校法人は法律にのっとり、私立の幼稚園、

小中学校、高等学校、大学などの設置や運営を

行う公益法人のひとつであります（図１）。今

回は主に大学のガバナンスについて考えたい

と思います。国公立大学は経費の大部分が税金

により賄われていることとは異なり、学校法人

は授業料などの納付金等により経費の大部分

を自力で調達しています。学校法人の成り立ち

は各学校法人により異なり千差万別です。それ

ゆえに私立学校法等により学校法人はガバナ

ンスに関して大きな自主性を担保されている

と同時に公共性も重視されています。私の極め

て少ない経験をもとに学校法人のガバナンス

について考えてみたいと思います。もとより多

くの学校法人には当てはまらないことが多く

あることと思います。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１：文部科学省・私学助成の充実：私学助成の充実：文部科学省 

 

ガバナンスには大きく分けると教学面に関

することと、経営面に関することがあります。

教学面は教員が中心に、経営面は経営者がかか

わっています。教員の多くは教育と研究を中心

に経験し、経営面に係ることはあまりありませ

んし、経営者が教学面にかかわる経験をするこ

とも多くはありません。経営的には在学生から

の納付金等が大きな財源となっていることか

ら定員充足は最大の問題です。このことに対す

る教員の十分な理解を得ることが重要であり、

大学の魅力を生み出して、どのように受験生に

伝えていくのかなどの定員充足に向けた大学

の取り組みへの協力が不可欠となります。 

１ 私立大学も文部科学省の方針におおむね

左右される 

学校法人も国立大学や公立大学と同様に公

教育を担っています。文部科学省からは、私学

助成として令和７年度は約4,000億円、そのう

ち大学へは私立大学等経常費補助として約

3,000億円が日本私立学校振興・共済事業団を

通じるなどとして学校法人への補助がなされ

ています。さらに、税制上の優遇措置がとられ

ています。多くの私立大学では、この私学助成

は収入源の一つの柱となっています。令和７年

度私学助成の中に、令和７年中央教育審議会答

申「我が国の「知の総和」向上への未来像～高

６．学校法人におけるガバナンスの諸課題 
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等教育システムの再構築～」」を受けた予算案

を文部科学省は出すことにより私立大学が来

るべき急速な少子化に備えることを促してい

ます（図２、図３）。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２：我が国の「知の総和」向上の未来像～高等教育システムの再構築～（答申） 

関係データ（４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３：我が国の「知の総和」向上の未来像～高等教育システムの再構築～（答申） 

関係データ（４） 
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図４：我が国の「知の総和」向上の未来像～高等教育システムの再構築～（答申） 

関係データ（４） 

 

各学校法人は、授業料等を大きな財源としな

がら文部科学省からの補助金を得て経営を行

い、各法人が建学の精神に則りより良い教育を

する事が期待され、国立大学や公立大学より大

きな自主性を与えられています。自主性という

状態は非常に良いように思われがちですが、現

実にはとても大変である反面やりがいのある

側面を持っています（図４）。 

偏差値教育が行き渡っている大学入試の結

果、国公立大学と一部の私立大学を除けば、私

立大学に入学してくる学生の偏差値には大き

な幅があります。教員は授業を行うにあたり担

当授業科目の学生の学力を事前に調査してお

く必要があります。例えば、数学の知識が必要

な授業前には二次関数などの知識と理解がど

の程度あるのか、化学の知識が必要な授業前に

は周期律表を理解しているかなどの入学後の

大学での教育に必要な知識がどの程度備わっ

ているかです。そしてどの学力を持つ学生層を

中心に授業を展開するかを考えて準備する必

要があります。高学力の学生にはつまらない授

業になりますが、その点をいかにカバーできる

か。低学力の学生にはどの様なフォローが必要

かを考えておく必要があります。つまり多くの

私立大学は、国公立大学より学生の教育に時間

とコストがかかることになります。そこで限ら

れた財源の中から資金を出して外部機関から

の教育支援を得て、なおかつ学校法人独自の教

育を展開することになります。例えば、私立大

学の医学部や看護学部では国家試験に備えて

体系的に外部講師の補習授業を行っています。

国家試験の合格率はその大学への志望動機に

大きな影響を及ぼす要素の一つだからです。こ

こでも予算措置が必要なことと、修学状況の把

握と分析が必要なことから教職員と経営者と

の協力関係が求められます。 

 

２ 入学定員について 

大学単独ではなく小学校、中学校、高等学校

などをも経営している学校法人が多く見られ

ます。学校法人の経営状態はその全体の収支バ

ランスにより決まります。大学が定員割れとな

り、赤字となったとしても、他の小・中・高等

学校が黒字であれば、収支の面からは学校法人

としては大きな問題とはなりません。私立大学

の収入の少なくとも50％以上は授業料等の納

付金です。また、支出の約50％は人件費である

ことから急激に人件費を縮小することが困難
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です。このことからも私立大学の収支を考える

とき、定員の充足率は収入への大きな要因とな

ります（図３、図４）。日本私立学校振興・共

済事業団「令和６年度私立大学・短期大学等入

学志願動向」の入学定員充足率の分布をみると、

大学598校中43校が充足率50％未満、17校が

50％台で、全体の約10％の大学が定員充足率

60％を割ることになります。経営面からみると

重要な問題で、今後この傾向が加速するのでは

ないかと危惧されています。 

近年になり高校生の急速な短期大学離れが

進行しています。令和６年の入学者数は約

32,000人で、入学定員充足率は約70％となり、

272校中249校が定員割れとなっています。大学

と短期大学の両者を併設する学校法人では短

期大学の大学への統合を進める所が増加して

います。教員資格の問題はありますが、大学及

び短期大学両者の教員の理解と協力が重要な

課題として存在します。 

大学の規模でみると、学生数4,000人未満の

小規模大学と、4,000人以上の中規模大学・大規

模大学とを比較した日本私立学校振興・共済事

業団「令和６年度私立大学・短期大学等入学志

願動向」を見ると、令和３年以降から小規模大

学の入学定員充足率は100％を切っています。

経営面から考えると既設学部・学科の入学定員

を増やすことや、新設学部・学科の設置を模索

しますが、設置認可に高いハードルがあり簡単

にはいきません。この傾向は地方都市の大学ほ

ど著しいと思われます。いかにして定員充足率

を上げるかの一つの方法として大都市近郊か

ら都市中心部への大学キャンパスの移転、もし

くは新設が約10年前から始まっています。 

定員充足の大きな追い風として、国は2020年

4月から高等教育の修学支援制度が実施されて

います。この修学支援制度によって、大学進学

率が上昇傾向にあることは確かです。この制度

を受けている学生は私立の高等教育機関に多

く、個々の大学で比較しても国公立大学に比べ

て私立大学での修学支援を受けている学生の

比率は高いと考えられます。しかし、2024年度

から「直近３年間の収容定員充足率が８割未満」

の大学・短大、高専は原則として支援対象では

なくなります。令和６年の単年度を見ると私立

大学の182校の入学定員充足率が80％未満でし

た。年次進行に伴い修学支援制度を受けること

ができない大学が増加すると予測されます。こ

のような大学には受験生から見た魅力が一つ

欠けることになります。 

 

３ 定員の充足について 

令和7年に中央教育審議会答申が出され、急

速な少子化の進行、新型コロナウイルス感染症

後の遠隔教育などの教育システムの変化、国際

社会情勢の変化、AI技術革新などへの対応が示

されました。特に、学校法人に関しては、急速

な少子化の進行による18歳人口と大学進学者

数の減少は経営に直結する重要な問題です。こ

れまで学生の定員数を充足すために情報科学

分野や文理融合を目指した既存学科・学部の再

編や新学科・学部を設置が行われて来ました。

このような対応が出来るには財政的な余裕の

ある学校法人であることが必要と思われます。

中小規模の多くの学校法人は限られた財源を

もとにできる改革を模索しながら定員確保を

目指しています。 

定員充足と18歳人口の今後の推移は、学校法

人にとって非常に重要であります。日本の総人

口の減少が報じられ、その結果としての18歳人

口の減少は約10年以上前から指摘されていま

す。公立大学から私立大学に転職して、18歳人

口予測を初めて具体的な数値として目にした

時の衝撃は忘れられません。大規模な私立大学

以外は生き残れるのだろうかと、ぼんやりと不

安に感じたことがいよいよ現実になりつつあ

るように感じます。 

18歳人口と高等教育機関への進学率等の推

移（図５）を見ると、18歳人口は2024年から2033

年ころまで緩やかに減少し、2034年から急激に

減少が加速すると予測されています。これに伴

い高等教育機関への入学者数も変化していく

と考えられます。2035年に約100万人から2040

年には約70万人へと減少します。2025年6月5日

に最新の人口動態調査結果が発表され、出生率

が70万人を初めて割り込み、将来の人口減少が

予測よりも早まることが予測されています。 

全国的にみると、2024年5月1日現在の高等教

育機関（大学、短期大学、高等専門学校）は1168

校。その内、大学は813校あり、国立が86校、

公立が103校、私立が624校で全国の大学の
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76.8％を占めています。大学の全国の高等教育

機関学生数は約272万人で、私立に約78％の205

万人が在籍しています（図６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５：我が国の「知の総和」向上の未来像～高等教育システムの再構築～（答申） 

関係データ集（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６：我が国の「知の総和」向上の未来像～高等教育システムの再構築～（答申） 

関係データ集（２）
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定員の充足を考えるとき進学率の増加は重

要な要素です。進学率は、2024年の大学と短期

大学の合計は62.3％、４年制大学への進学率は

59.1％でわずかに増加傾向にあります（図７）。

2013年の進学率は男性が54.0％で、女性は

45.6％でした。2024年には男性が61.9％で、女

性は54％でした。約10年で女性の進学率は約

10％増加しました。この傾向は今後も続くもの

と思われます。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７：我が国の「知の総和」向上の未来像～高等教育システムの再構築～（答申） 

関係データ集（１） 

 

ここで関西の状況を考えてみたいと思いま

す。2025年の大学進学者数は約10万人と予想さ

れています。以降、毎年約1000人が減少してい

くと考えられています。10年後には約１万人の

減少となると考えられています。入学定員から

見ると、関西の国公立大学、有名私立大学、医

療系や国際系専門に特化した大学の入学定員

が約10万人で2025年の大学進学者数に相当し

ます。これらの大学の定員数が変わらなければ

必然的に多くの関西圏の私立大学は定員充足

が不可能となり、継続的な定員充足低下が続く

と予想されます。 

このような状況を予測して大都市中心地へ

のキャンパスの進出が約10年前から始まって

います。入学者の大都市圏への集中と、地方都

市の学校法人・大学への入学者の減少に対して

はこれまで色々な施策が講じられて来ました。

その中で大都市圏周辺地域の大学の定員増や

新設学部の設置は制限されてきましたが、地方

都市での状況の回復にはなかなか難しいよう

に思います。 

大阪周辺の状況を見ると、近年大阪の中心部

に近接した地域に新しくキャンパス等が開設

されています。例えば、大阪工業大学梅田キャ

ンパス、立命館大学梅田キャンパス、大和大学、

関西学院大学院大阪梅田キャンパス、宝塚大学

梅田キャンパス、大阪公立大学、サテライトキ

ャンパス・オフィス（九州大学、京都芸術大学、

大阪商業大学）、大阪学院大学（JR岸辺駅）な

どがあります。 

少子化の影響は一番初めに小学校に影響が

出始め、年ごとに中学校、高等学校、最後に大

学に出てきます。文部科学省 私立学校・学校

法人基礎データ 「私立学校・学校法人に関す
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る基礎データ」によると、令和４年の状況では、

小学生の1.3％が、中学生では28.9％が、高校生

では34.3％が、大学生では74.7％が私立の学校

に在籍しています（図８）。平成４年を境に私

立学校に在籍する短期大学生数、高等学校生数

と幼稚園生徒数が急速に減少してきています

（図９）。このような状況の中で大阪府では

2025年からすべての家庭の高校無償化が始ま

りました。大阪府では公立高等学校から私立高

等学校への入学者数の緩やかなシフトが起こ

っています。将来の進学を考えるとき、私立高

等学校への選択を有利にしているように思い

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８：文部科学省 私立学校・学校法人基礎データ 「私立学校・学校法人に

関する基礎データ」https://www.mext.go.jp/content/000220510.png 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図９：文部科学省 私立学校・学校法人基礎データ 「私立学校・学校法人に

関する基礎データ」https://www.mext.go.jp/content/000220513.png
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４ 大学のガバナンス改革の推進 

学校法人のガバナンスを考えるとき、理事長

と学長の関係性は重要な点になります。理事長

と学長が同一人物の場合、別人物の場合など学

校法人により色々です。学長の経歴では教員出

身者が圧倒的に多いのですが、理事長の経歴は

色々で創業者、自大学の職員・教員、企業人な

どであります。学長は通常は教育職の中から選

出されます。教学面での経験は豊富ですが、大

学の経営的な経験値が不足している場合があ

ると思います。一方、理事者の経営陣は教学面

での経験値は不足していることが多少ありま

す。お互いの利点を活かして上手く行きそうで

はありますが、水と油の例えのように、互いの

理解が進まないことの方が多いのではないで

しょうか。日本は長年終身雇用制のもとに発展

して来た事による日本社会の閉鎖性の弊害が

関係しているように感じます。同一の企業や組

織に帰属すればするほど、他の組織の事をどれ

ほど理解しているかは疑問です。人は、自分で

経験した事がないことを書物で読んで真に理

解し、それをもとに行動することは非常に困難

なように思います。学校法人の経営と教学とを

どのように調和を保ちながら前進して行くの

かという課題が常にあり、それぞれの学校法人

に合った方策を模索し続けています。今まで述

べてきたことは全てがガバナンスに深くかか

わっています。今後ますます少子化が進む中で、

あらゆる面から多種多様な改革を行い、その内

容を外に向けて発信し、受験生から選ばれる必

要があります。 

中央教育審議会答申の大部分は国立大学に

関する事項であり、高等教育の８割を占める学

校法人（私立大学）については多くは語られて

いません。私立大学の自主性が重視されており、

できる限り行政介入を排除する制度設計にな

っている点、多様性の許容に特徴があり、私立

大学としての多様な教育研究活動を実現する

ため、それぞれの寄附行為と建学の精神等の基

本理念に沿って、自主性・独立性を確保すると

同時に、自律的に学校法人を運営する必要があ

ります。現在の理事会、評議員会はこれらの事

柄にこたえられる陣容であろうか、教育職員が

大学の経営的な視点をいかに持ち理事者と協

調できるか、逆に理事者が教学の視点を持ち教

育職員を理解できるか等々の課題を各学校法

人が取り組み解決していくことが重要に思え

ます。 
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・文部科学省 私立学校・学校法人基礎データ 

「私立学校・学校法人に関する基礎データ」 

私立学校・学校法人基礎データ：文部科学省 

・大阪府の高等学校等の授業料無償化制度について

（令和６年度新制度） 

https://www.pref.osaka.lg.jp/documents/63779/ 

r6_mushoka_setsumei.pdf 

・独立行政法人労働政策研究・研修機構 

国内労働情報24−０１「第7回勤労生活に関する調査

（2015年）」 

https://www.jil.go.jp/kokunai/reports/report009.html

#:~:text=１%EF%BC%8E日本型雇用慣行の評価&text=

「終身雇用」 

 


